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○予備自衛官補の任免、服務、服装等に関する訓令（平成１３年陸上自衛隊訓令第４７号）と予備自衛官

補の任免、服務、服装等に関する訓令（平成２８年防衛省訓令第４４号）の対比表

（下線部分は相違部分）

新規制定する防衛省訓令 廃止する陸上自衛隊訓令

防衛省訓令第４４号 陸上自衛隊訓令第４７号

自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第７５ 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第７５

条の１０第１項並びに第７５条の１３において準 条の１０第１項並びに第７５条の１３において準

用する同法第６９条の２第２項及び第３項、自衛 用する同法第６９条第２項及び第３項、自衛隊法

隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１０ 施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１０２条

２条の１３において準用する同令第１０２条並び の１３において準用する同令第１０２条並びに自

に自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０ 衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）

号）第６条第４項、第２１条第１項ただし書、第 第６条第４項、第２１条第１項、第２３条第３項

２３条第３項、第２７条の２第２項、第３６条、 、第２７条の２第１項及び第２項、第３６条、第

第５０条、第５６条並びに第９９条の規定に基づ ５０条、第５６条並びに第９９条の規定に基づき

き、並びに同法を実施するため、予備自衛官補の 、並びに自衛隊法を実施するため、予備自衛官補

任免、服務、服装等に関する訓令を次のように定 の任免、服務、服装等に関する訓令を次のように

める。 定める。

平成２８年５月１８日 平成１３年１２月２８日

防衛大臣 中谷 元 防衛庁長官 中谷 元

予備自衛官補の任免、服務、服装等に関す 予備自衛官補の任免、服務、服装等に関す

る訓令 る訓令

目次 目次

第１章 総則（第１条・第２条） 第１章 総則（第１条・第２条）

第２章 任免等 第２章 任免等

第１節 採用等（第３条－第６条） 第１節 採用等（第３条－第６条）

第２節 試験又は選考（第７条－第１２条） 第２節 試験又は選考（第７条－第１１条）

第３節 教育訓練等（第１３条・第１４条） 第３節 教育訓練等（第１２条・第１３条）

第４節 服務の宣誓等（第１５条－第１７条 第４節 服務の宣誓等（第１４条－第１６条

） ）

第３章 服務、服装、敬礼等（第１８条－第２ 第３章 服務、服装、敬礼等（第１７条－第２

７条） ６条）

第４章 届出（第２８条） 第４章 届出（第２７条）

第５章 雑則（第２９条） 第５章 雑則（第２８条）

附則 附則

第１章 総則 第１章 総則

（趣旨） （趣旨）

第１条 この訓令は、予備自衛官補の任免、服務 第１条 この訓令は、予備自衛官補の任免、服務

、服装、諸届出の要領等に関し必要な事項を定 、服装、諸届出の要領等に関し必要な事項を定

めるものとする。 めるものとする。

（定義） （定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用 第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ 法 自衛隊法をいう。 ⑴ 法 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号

）をいう。

⑵ 令 自衛隊法施行令をいう。 ⑵ 令 自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１

７９号）をいう。
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⑶ 規則 自衛隊法施行規則をいう。 ⑶ 規則 自衛隊法施行規則（昭和２９年総理

府令第４０号）をいう。

⑷ 予備自衛官補（一般） 予備自衛官補（技 ⑷ 予備自衛官補（一般） 予備自衛官補（技

能）以外の予備自衛官補をいう。 能）以外の予備自衛官補をいう。

⑸ 予備自衛官補（技能） 規則第２１条第１ ⑸ 予備自衛官補（技能） 規則第２１条第１

項ただし書の規定により選考により採用する 項ただし書の規定により選考により採用する

予備自衛官補をいう。 予備自衛官補をいう。

⑹ 教育訓練部隊等 予備自衛官補の教育訓練 ⑹ 教育訓練部隊等 予備自衛官補の教育訓練

を担当する部隊等をいう。 を担当する部隊等をいう。

⑺ 担当地方協力本部長 予備自衛官補が居住 ⑺ 担当地方協力本部長 予備自衛官補の現住

する市区町村の区域を担当区域とする自衛隊 所の属する市区町村の区域を担当区域とする

地方協力本部の地方協力本部長をいう。 自衛隊地方協力本部の地方協力本部長をいう

。

第２章 任免等 第２章 任免等

第１節 採用等 第１節 採用等

（採用の原則） （採用の原則）

第３条 予備自衛官補（一般）は、陸上自衛官の 第３条 予備自衛官補は陸上自衛官の階級を指定

階級を指定される予備自衛官となるべき教育訓 される予備自衛官となるべき教育訓練を受ける

練を受ける者として採用するものとする。 者として採用するものとする。

２ 予備自衛官補（技能）は、陸上自衛官又は海

上自衛官の階級を指定される予備自衛官となる

べき教育訓練を受ける者として採用するものと

する。

（採用の方法） （採用の方法）

第４条 予備自衛官補（一般）の採用は、予備自 第４条 予備自衛官補（一般）の採用は、予備自

衛官補採用試験に合格した者の中から行う。 衛官補試験に合格した者の中から行う。

２ 陸上自衛隊の予備自衛官補（技能）の採用に ２ 予備自衛官補（技能）の採用は、陸上幕僚長

あっては陸上幕僚長が、海上自衛隊の予備自衛 が定めるところにより選考により行う。

官補（技能）の採用にあっては海上幕僚長がそ

れぞれ定めるところにより選考により行う。

（応募資格） （応募資格）

第５条 予備自衛官補に応募することができる者 第５条 予備自衛官補に応募することができる者

は、日本の国籍を有する者（現に常勤の隊員、 は、日本の国籍を有する者（現に常勤の隊員、

法第４４条の５第１項に規定する短時間勤務の 法第４４条の５第１項に規定する短時間勤務の

官職を占める隊員、予備自衛官又は即応予備自 官職を占める隊員、予備自衛官若しくは即応予

衛官である者及び自衛官であった者で自衛官と 備自衛官である者又は自衛官であった者で自衛

しての勤務期間が１年以上である者（自衛官候 官としての勤務期間が１年以上である者（自衛

補生から引き続き自衛官となった者にあっては 官候補生から引き続き自衛官となった者にあっ

、当該自衛官候補生としての勤務期間と当該自 ては、当該自衛官候補生としての勤務期間と自

衛官としての勤務期間とを通算した期間が１年 衛官としての勤務期間とを通算した期間が１年

以上であるもの）を除く。）で、採用予定日に 以上であるもの）を除く。）で、採用予定日に

おいて次の各号に掲げる区分に応じて当該各号 おいて次の各号に掲げる区分に応じて当該各号

に定める年齢の者とする。 に定める年齢の者とする。

⑴ 予備自衛官補（一般）にあっては、１８歳 ⑴ 予備自衛官補（一般）にあっては、１８歳

以上３４歳未満 以上３４歳未満

⑵ 予備自衛官補（技能）にあっては、次に掲 ⑵ 予備自衛官補（技能）にあっては、次に掲

げる特殊又は高度の技術及び知識を有する者 げる特殊又は高度の技術及び知識を有する者

の区分に応じてそれぞれ次に定める年齢の者 の区分に応じてそれぞれ次に定める年齢の者
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ア 医師又は歯科医師であって、医師又は歯 ア 医師又は歯科医師である者（医師又は歯

科医師としての経験年数が１２年以上の者 科医師としての経験年数が１０年以上の者

３６歳以上５５歳未満 に限る。） ３４歳以上５５歳未満

イ １級海技士（航海）の資格についての免

許を有する船員であって、船員としての経

験年数が１２年以上の者 ３５歳以上５５

歳未満

ウ 看護師、救急救命士又は自動車整備士で イ 看護師、救急救命士又は自動車整備士で

ある者 １８歳以上５３歳未満 ある者 １８歳以上５３歳未満

エ アからウまでに準ずる者として陸上幕僚 ウ ア又はイに準ずる者として陸上幕僚長が

長及び海上幕僚長がそれぞれ定める者 １ 定める者 １８歳以上５５歳未満で陸上幕

８歳以上５５歳未満の範囲内において陸上 僚長が定める年齢

幕僚長及び海上幕僚長がそれぞれ定める年

齢

（志願手続） （志願手続）

第６条 予備自衛官補を志願する者（次節におい 第６条 予備自衛官補を志願する者（次節におい

て「志願者」という。）は、別記様式第１によ て「志願者」という。）は、予備自衛官補志願

る予備自衛官補志願票を担当地方協力本部長に 票（別記様式第１）を担当地方協力本部長に提

提出するものとする。 出するものとする。

第２節 試験又は選考 第２節 試験又は選考

（採用試験又は選考の方法） （試験又は選考の方法）

第７条 予備自衛官補（一般）の採用試験の方法 第７条 予備自衛官補（一般）の試験の方法は、

は、筆記試験、身体検査、口述試験及び適性検 筆記試験、身体検査、口述試験及び適性検査と

査とする。 する。

２ 予備自衛官補（技能）の選考の方法は、小論 ２ 予備自衛官補（技能）の選考の方法は、小論

文試験、身体検査、口述試験及び適性検査とす 文試験、身体検査、口述試験及び適性検査とす

る。 る。

（筆記試験） （筆記試験）

第８条 筆記試験は、志願者が予備自衛官補（一 第８条 予備自衛官補（一般）の筆記試験は、志

般）として必要な学力を有しているか否かを判 願者が必要な学力を有しているか否かを判定す

定するために行い、当該筆記試験の科目及び程 るため行うものとし、その科目及び程度につい

度については、２等陸士を採用するための筆記 ては、２等陸士を採用するための筆記試験の科

試験の科目及び程度に準じて陸上幕僚長が定め 目及び程度に準じて陸上幕僚長が定めるものと

るものとする。 する。

（小論文試験） （小論文試験）

第９条 小論文試験は、志願者が予備自衛官補（ 第９条 予備自衛官補（技能）の小論文試験は、

技能）として必要な素養を有しているか否かを 志願者が予備自衛官補として必要な素養を有し

判定するために行う。 ているか否かを判定するために行う。

（身体検査） （身体検査）

第１０条 身体検査は、志願者が予備自衛官補と 第１０条 身体検査は、志願者が予備自衛官補と

して必要な身体的条件を具備しているか否かを して必要な身体的条件を具備しているか否かを

判定するため、自衛官等の採用のための身体検 判定するため、自衛官等の採用のための身体検

査に関する訓令（昭和２９年防衛庁訓令第１４ 査に関する訓令（昭和２９年防衛庁訓令第１４

号）に定めるところにより行う。 号）に定めるところにより行う。

（口述試験及び適性検査） （口述試験等）
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第１１条 口述試験及び適性検査は、志願者が予 第１１条 口述試験及び適性検査は、志願者が予

備自衛官補として必要な適性を有しているか否 備自衛官補として必要な適性を有しているか否

かを判定するために行う。 かを判定するために行う。

（採用試験及び選考の実施）

第１２条 予備自衛官補（一般）の採用試験は、

陸上幕僚長の定める者が行うものとする。

２ 陸上自衛隊の予備自衛官補（技能）の選考に

あっては陸上幕僚長の定める者が、海上自衛隊

の予備自衛官補（技能）の選考にあっては海上

幕僚長の定める者がそれぞれ行うものとする。

第３節 教育訓練等 第３節 教育訓練等

（教育訓練） （教育訓練）

第１３条 陸上自衛隊の予備自衛官補の教育訓練 第１２条 予備自衛官補の教育訓練の実施に関し

の実施に関して必要な事項は、陸上自衛隊の教 て必要な事項は、陸上自衛隊の教育訓練に関す

育訓練に関する訓令（昭和３８年陸上自衛隊訓 る訓令（昭和３８年陸上自衛隊訓令第１０号）

令第１０号）に定めるところによる。 に定めるところによる。

２ 海上自衛隊の予備自衛官補の教育訓練の実施

に関して必要な事項は、海上自衛隊の教育訓練

に関する訓令（昭和４２年海上自衛隊訓令第４

号）に定めるところによる。

（教育訓練修了期限及びその延長） （教育訓練修了期限及びその延長）

第１４条 法第７５条の１０第１項に規定する防 第１３条 法第７５条の１０第１項に規定する「

衛大臣の定める期限は、予備自衛官補（一般） 防衛大臣の定める期限」は、予備自衛官補（一

にあっては採用の日から起算して３年に達する 般）にあっては採用日から起算して３年に達す

日とし、予備自衛官補（技能）にあっては採用 る日とし、予備自衛官補（技能）にあっては採

日から起算して２年に達する日とする。 用日から起算して２年に達する日とする。

２ 法第７５条の１０第１項ただし書に規定する ２ 法第７５条の１０第１項ただし書に規定する

委任を受けた者は、担当地方協力本部長とする 「委任を受けた者」は、担当地方協力本部長と

。 する。

３ 法第７５条の１０第１項ただし書に規定する ３ 法第７５条の１０第１項ただし書に規定する

１年以内に修了する見込みがあると認める予備 「一年以内に修了する見込みがあると認める場

自衛官補は、予備自衛官補（一般）であって、 合」は、予備自衛官補（一般）が次の各号のい

次のいずれにも該当すると見込まれる者とする ずれにも該当すると見込まれる場合とする。

。

⑴ 心身の故障その他の事由により教育訓練招 ⑴ 心身の故障その他の事由により教育訓練招

集命令が取消又は変更されたため、第１項に 集命令が取消又は変更されたため、第１項に

規定する教育訓練修了期限において、教育訓 規定する教育訓練修了期限において、教育訓

練招集に応ずべき残日数が１０日以下である 練招集に応ずべき残日数が１０日以下の場合

もの

⑵ その者の教育訓練の修得状況等から、延長 ⑵ その者の教育訓練の修得状況等から、延長

後の期間内に教育訓練の修了が十分に可能で 後の期間内に教育訓練の修了が十分に可能で

あると判断されるもの あると判断される場合

４ 第１項の規定による教育訓練修了期限におい ４ 第１項に規定する教育訓練修了期限において

て教育訓練を修了することができないと見込ま 教育訓練を修了することができないと見込まれ

れる予備自衛官補（一般）が、前項各号のいず る予備自衛官補（一般）が、前項各号のいずれ

れにも該当する場合であって、次項の規定によ にも該当する場合で、かつ、次項の規定による

る教育訓練修了期限の延長を申請したときは、 教育訓練修了期限の延長を申請した場合には、
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当該期限を１年間（当該予備自衛官補（一般） 当該期限を１年間（当該予備自衛官補（一般）

が当該延長された期限内に規則第３３条第１項 が当該延長された期限内に規則第33条第１項に

に規定する年齢に達する場合にあっては、当該 規定する年齢に達する場合にあっては、当該年

年齢に達する日の前日までの期間）延長するも 齢に達する日の前日までの期間）延長するもの

のとする。 とする。

５ 教育訓練修了期限の延長を希望する予備自衛 ５ 教育訓練修了期限の延長を希望する予備自衛

官補（一般）は、別記様式第２による教育訓練 官補（一般）は、教育訓練修了期限延長申請書

修了期限延長申請書を教育訓練修了期限の２月 （別記様式第２）をその教育訓練修了期限の２

前までに担当地方協力本部長に提出するものと 箇月前までに担当地方協力本部長に提出するも

する。ただし、教育訓練招集により出頭した予 のとする。ただし、教育訓練招集により出頭し

備自衛官補（一般）は、教育訓練修了期限延長 た予備自衛官補（一般）は、教育訓練修了期限

申請書を教育訓練部隊等の長に提出することが 延長申請書を教育訓練部隊等の長に提出するこ

できる。 とができる。

６ 前項の教育訓練修了期限延長申請書を受理し ６ 前項の教育訓練修了期限延長申請書を受理し

た教育訓練部隊等の長は、当該教育訓練修了期 た教育訓練部隊等の長は、当該教育訓練修了期

限延長申請書を担当地方協力本部長に速やかに 限延長申請書を担当地方協力本部長に速やかに

送付しなければならない。 送付しなければならない。

７ 第５項の規定による教育訓練修了期限の延長 ７ 第５項の規定による教育訓練修了期限の延長

の申請に係る担当地方協力本部長の承認又は不 の申請に係る担当地方協力本部長の承認又は不

承認については、当該予備自衛官補（一般）に 承認については、当該予備自衛官補（一般）に

対し、別記様式第３による決定書を交付するこ 対し、決定書（別記様式第３）を交付すること

とにより通知するものとする。 により通知するものとする。

第４節 服務の宣誓等 第４節 服務の宣誓等

（服務の宣誓） （服務の宣誓）

第１５条 予備自衛官補の服務の宣誓は、規則第 第１４条 予備自衛官補の服務の宣誓は、規則第

４１条の３に規定する宣誓書に署名押印して担 ４１条の３に規定する宣誓書に署名押印して担

当地方協力本部長に送付することにより行うも 当地方協力本部長に送付することにより行うも

のとする。 のとする。

（退職） （退職）

第１６条 予備自衛官補の退職の手続に関しては 第１５条 予備自衛官補の退職の手続に関しては

、自衛官の例による。 、自衛官の例による。

（免職） （免職）

第１７条 予備自衛官補が次のいずれかに該当し 第１６条 予備自衛官補が次の各号のいずれかに

、予備自衛官補として引き続き任用しておくこ 該当し予備自衛官補として引き続き任用してお

とが適当でないと認められる場合には、これを くことが適当でないと認められる場合には、こ

免職することができる。 れを免職することができる。

⑴ 勤務成績が良くないとき。 ⑴ 勤務成績が良くないとき。

⑵ 心身の故障のため、職務の遂行に支障があ ⑵ 心身の故障のため、職務の遂行に支障があ

り、又はこれに堪えないとき。 り、又はこれに堪えないとき。

⑶ 前２号に規定する場合のほか、その職務に ⑶ 前２号に規定する場合のほか、その職務に

必要な適格性を欠くとき。 必要な適格性を欠くとき。

⑷ 定員の改廃又は予算の減少により過員を生 ⑷ 定員の改廃又は予算の減少により過員を生

じたとき。 じたとき。

⑸ 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った ⑸ 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った

とき。 とき。

⑹ 予備自衛官補たるにふさわしくない行為の ⑹ 予備自衛官補たるにふさわしくない行為の

あったとき。 あったとき。

⑺ 現に常勤の隊員、法第４４条の５第１項に ⑺ 現に常勤の隊員、法第４４条の５第１項に
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規定する短時間勤務の官職を占める隊員又は 規定する短時間勤務の官職を占める隊員、予

予備自衛官となったとき。 備自衛官又は即応予備自衛官となったとき。

⑻ その他法及びこれに基づく命令に違反した ⑻ その他法及びこれに基づく命令に違反した

とき。 とき。

第３章 服務、服装、敬礼等 第３章 服務、服装、敬礼等

（服務） （服務）

第１８条 教育訓練招集中の予備自衛官補の服務 第１７条 教育訓練招集中の予備自衛官補の服務

は、この章に定めるもののほか、自衛官の例に は、この章に定めるもののほか、自衛官の例に

よる。 よる。

（居住場所） （居住場所）

第１９条 教育訓練招集中の予備自衛官補は、教 第１８条 教育訓練招集中の予備自衛官補は、教

育訓練部隊等の長の指定する営舎その他の施設 育訓練部隊等の長の指定する営舎その他の施設

内に居住しなければならない。 内に居住しなければならない。

（勤務時間） （勤務時間）

第２０条 教育訓練招集中の予備自衛官補の勤務 第１９条 教育訓練招集中の予備自衛官補の勤務

時間は、教育訓練部隊等の日課によるものとし 時間は、教育訓練部隊等の日課によるものとし

、日曜日及び土曜日にあっても平日どおりの日 、日曜日及び土曜日にあっても平日どおりの日

課とするほか、自衛官の勤務時間に準ずる。 課とするほか、自衛官の勤務時間に準ずる。

（外出） （外出）

第２１条 教育訓練招集中の陸上自衛隊の予備自 第２０条 教育訓練招集中の予備自衛官補の外出

衛官補の外出にあっては陸上幕僚長が、教育訓 は、陸上幕僚長の定めるところによるほか、営

練招集中の海上自衛隊の予備自衛官補の外出に 舎内に居住する自衛官の例による。

あっては海上幕僚長がそれぞれ定めるところに

よるほか、営舎内に居住する自衛官の例による

。

（休暇） （休暇）

第２２条 教育訓練招集中の予備自衛官補（以下 第２１条 教育訓練招集中の予備自衛官補（以下

この項において「予備自衛官補」という。）に この項において「予備自衛官補」という。）に

は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定 は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定

める期間の休暇を与えるものとする。 める期間の休暇を与える。

⑴ 予備自衛官補が負傷又は疾病のため療養す ⑴ 予備自衛官補が負傷又は疾病のため療養す

る必要があり、その勤務しないことがやむを る必要があり、その勤務しないことがやむを

得ないと認められる場合 必要と認められる 得ないと認められる場合 必要と認められる

期間 期間

⑵ 予備自衛官補が選挙権その他公民としての ⑵ 予備自衛官補が選挙権その他公民としての

権利を行使する場合で、その勤務しないこと 権利を行使する場合で、その勤務しないこと

がやむを得ないと認められるとき 必要と認 がやむを得ないと認められるとき 必要と認

められる期間 められる期間

⑶ 予備自衛官補が裁判員、証人、鑑定人、参 ⑶ 予備自衛官補が裁判員、証人、鑑定人、参

考人等として国会、裁判所、地方公共団体の 考人等として国会、裁判所、地方公共団体の

議会その他官公署へ出頭する場合で、その勤 議会その他官公署へ出頭する場合で、その勤

務しないことがやむを得ないと認められると 務しないことがやむを得ないと認められると

き 必要と認められる期間 き 必要と認められる期間

⑷ 地震、水害、火災その他の災害又は交通機 ⑷ 地震、水害、火災その他の災害又は交通機

関の事故等により指定の日時及び場所に出頭 関の事故等により指定の日時及び場所に出頭

することが著しく困難であると認められる場 することが著しく困難であると認められる場
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合その他教育訓練部隊等の長が特に必要と認 合その他教育訓練部隊等の長が特に必要と認

める場合 必要と認められる期間 める場合 必要と認められる期間

２ 前項の休暇については、教育訓練部隊等の長 ２ 前項の休暇については、教育訓練部隊等の長

の承認を受けなければならない。 の承認を受けなければならない。

（教育訓練招集中の成績評定） （教育訓練招集中の成績評定）

第２３条 教育訓練部隊等の長は、陸上自衛隊の 第２２条 教育訓練部隊等の長は、陸上幕僚長の

予備自衛官補にあっては陸上幕僚長が、海上自 定めるところにより、教育訓練招集中の予備自

衛隊の予備自衛官補にあっては海上幕僚長がそ 衛官補の勤務成績を評定するものとする。

れぞれ定めるところにより、教育訓練招集中の

予備自衛官補の勤務成績を評定するものとする

。

（服装） （服装）

第２４条 予備自衛官補は、法第７５条の１３に 第２３条 予備自衛官補は、法第７５条の１３に

おいて準用する法第６９条の２第２項及び第３ おいて準用する法第６９条の２第２項及び第３

項の規定に基づき制服を着用する場合には、自 項の規定に基づき制服を着用する場合には、自

衛官服装規則（昭和３２年防衛庁訓令第４号） 衛官服装規則（昭和３２年防衛庁訓令第４号）

に定めるところに準じて各種の服装をするもの の定めるところに準じて各種の服装をするもの

とする。 とする。

（防衛大臣の定める行事） （防衛大臣の定める行事）

第２５条 法第７５条の１３において準用する法 第２４条 法第７５条の１３において準用する法

第６９条の２第３項第２号に規定する防衛大臣 第６９条の２第３項第２号に規定する防衛大臣

の定める行事は、次に掲げるとおりとする。 の定める行事は、次の各号に掲げるとおりとす

る。

⑴ 冠婚葬祭の行事 ⑴ 冠婚葬祭の行事

⑵ その他防衛大臣が特に指定する行事 ⑵ その他防衛大臣が特に指定する行事

（敬礼） （敬礼）

第２６条 法第７５条の１３において準用する法 第２５条 法第７５条の１３において準用する法

第６９条の２第２項及び第３項の規定に基づき 第６９条の２第２項及び第３項の規定に基づき

制服を着用した予備自衛官補は、自衛隊の礼式 制服を着用した予備自衛官補は、自衛隊の礼式

に関する訓令（昭和３９年防衛庁訓令第１４号 に関する訓令（昭和３９年防衛庁訓令第１４号

）に定めるところにより敬礼を行うものとする ）の定めるところにより敬礼を行うものとする

。 。

（防衛功労章の着用） （防衛功労章の着用）

第２７条 表彰等に関する訓令（昭和３０年防衛 第２６条 表彰等に関する訓令（昭和３０年防衛

庁訓令第４９号）第３０条及び自衛官服装規則 庁訓令第４９号）第３０条及び自衛官服装規則

第１７条の規定は、予備自衛官補の防衛功労章 第１７条の規定は、予備自衛官補の防衛功労章

の着用について準用する。 の着用について準用する。

第４章 届出 第４章 届出

（届出） （届出）

第２８条 法第７５条の１３において準用する法 第２７条 法第７５条の１３において準用する法

第７４条及び令第１０２条の１３において準用 第７４条及び令第１０２条の１３において準用

する令第９８条から第１０１条までの規定によ する令第９８条から第１０１条までの規定によ

る届出その他の届出は、次の表の左欄に掲げる る届出その他の事項の届出は、次の表の区分に

区分に応じ、同表の右欄に掲げる様式による届 よる書式により、届出事由の発生後、担当地方

出を、届出事由の発生後、担当地方協力本部長 協力本部長に対し令第１０２条の１３において
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に対し令第１０２条の１３において準用する令 準用する令第１０２条に規定する方法により速

第１０２条に規定する方法により速やかに行う やかに行うものとする。ただし、担当地方協力

ものとする。ただし、担当地方協力本部長以外 本部長以外の地方協力本部長に対し行うことを

の地方協力本部長に対し行うことを妨げない。 妨げない。

住所変更届 別記様式第４ 住所変更届 別記様式第４

長期休養（心身障害）届 別記様式第５ 長期休養（心身障害）届 別記様式第５

招集連絡人指定（変更） 別記様式第６ 招集連絡人指定（変更） 別記様式第６

届 届

招集連絡人指定同意 別記様式第７ 招集連絡人指定同意書 別記様式第７

書

死亡（所在不明）届 別記様式第８ 死亡（所在不明）届 別記様式第８

欠格事由該当届 別記様式第９ 欠格事由該当届 別記様式第９

長期旅行届 別記様式第１０ 長期旅行届 別記様式第１０

改氏名届 別記様式第１１ 改氏名届 別記様式第１１

２ 前項の届出を受領した担当地方協力本部長以 ２ 前項の届け出を受領した担当地方協力本部長

外の地方協力本部長は、その都度速やかに当該 以外の地方協力本部長は、その都度速やかに当

届出を担当地方協力本部長に送付するものとす 該届出を担当地方協力本部長に送付するものと

る。 する。

第５章 雑則 第５章 雑則

（委任規定） （委任規定）

第２９条 この訓令の実施に関し必要な事項は、 第２８条 この訓令の実施に関し必要な事項は、

陸上自衛隊の予備自衛官補にあっては陸上幕僚 陸上幕僚長が定める。

長が、海上自衛隊の予備自衛官補にあっては海

上幕僚長がそれぞれ定める。ただし、募集に関

するものは、陸上幕僚長が海上幕僚長と協議の

上、定めるものとする。

附 則 附 則

１ この訓令は、平成２８年５月１８日から施行 この訓令は、平成１４年３月２７日から施行す

する。 る。

２ 予備自衛官補の任免、服務、服装等に関する

訓令（平成１３年陸上自衛隊訓令第４７号）は

、廃止する。

３ この訓令の施行の日から平成２８年１２月３

１日までの間に海上自衛隊の予備自衛官補（技

能）を志願する者（以下この項において「志願

者」という。）は、第６条の規定にかかわらず

、別記様式第１による予備自衛官補志願票を当

該志願者が居住する市区町村の区域を警備区域

とする地方総監に提出するものとする。

４ この訓令の施行の日から平成２８年１２月３

１日までの間に陸上自衛隊の予備自衛官補を志

願する者が、附則第２項の規定による廃止前の

予備自衛官補の任免、服務、服装等に関する訓

令別記様式第１による予備自衛官補志願票を提

出した場合は、この訓令別記様式第１による予

備自衛官補志願票を提出したものとみなす。
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新規制定する防衛省訓令 廃止する陸上自衛隊訓令

別記様式第１（第６条関係） 別記様式第１（第６条関係）

※別記様式第２から別記様式第１１までは大幅な変更なし

満　  　　歳（募集要項で示す期日現在）

平成　　年　　月撮影

一　般　・　技　能（陸上・海上）

いずれかを○で囲む

　 年　  月～　  年　 月 卒業・卒業見込

特 技

資 格 免 許

ふりがな

氏　　名

　 年　  月～　  年　 月

退　　　　　職採　　　　用

応 募 資 格 に
該当する学歴

予備自衛官補（技能）で技術区分「語学」を志願する者のみ記入

予備自衛官補（技能）で技術区分「衛生甲」、「法務」、「語学」又は「船舶甲」、「船舶乙」を志願す

る者のみ記入

自衛官経験者記入欄

認識番号階　級

　 年　  月～　  年　 月

　 年　  月～　  年　 月

古い順に、

自家営業及

び自衛隊歴

を含め記入

　 年　  月～　  年　 月

勤務先(部課まで) 職務内容 所在地(市町村名まで記入) 在職期間

　 年　  月～　  年　 月

　私は、予備自衛官補（一般・技能）採用試験を受験したいので、申し込みます。

　私は、日本国籍を有しており、自衛隊法第38条第１項各号のいずれにも該当しておりません。

　また、この志願票の記載事項は事実に相違ありません。

・・

最終所属年　月所　　　属年　月

　 年　  月～　  年　 月

予補

ふ り が な

日

氏 名

生 年 月 日

昭和

平成
年

写　　　真

(1) 次のような写真を、その裏

　面に氏名及び募集種目を記入

　し、剥がれないように貼って

　ください。

　・申込前６か月以内撮影

　・脱帽、上半身、正面向き

　・縦４cm、横３cm程度

　・本人と確認できるもの

(2) 写真を貼っていない場合、

　又は不鮮明その他受験写真と

　して適当でない場合は受理し

　ません。

(3) 受験票と同一の写真を添付

　してください。

受

　

　

　

付

地方協力本部

受 験 番 号

年 月 日

指 定 試 験 場

予備自衛官補　志願票

住　　所

技術区分等

月

技 術 区 分

資 格 等 の 種 類

職 業

志 願 区 分

郵便番号 〒　　　－

資 格 番 号 等

資格取得年月日

予備自衛官補（技能）のみ記入

現 住 所

注：記入上の注意

　１　青又は黒インク（ボールペン可）で本人が楷書ではっきりと記入してください。

　２　右上の二重線内の「受付・指定試験場」欄には、記入しないでください。

　３　記入欄が足りないときは、適宜の用紙をつけて記入してください。

　４　記入事項に不正があると採用を取り消されることがあります。

備考　用紙は、日本工業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。

電話番号

(携帯可)

メールアドレス

（連絡希望者）（　　　　　）　　　　　　　－　　　　　　

家族等連絡先

ふりがな 郵便番号 〒　　　－

ふりがな
住　　所

続　　柄

電話番号

(携帯可) （　　　　　）　　　　　　　－　　　　　　

平成　　　年　　　月　　　日 氏名（自筆）

学校名 部科名 所在地(市町村名まで記入) 在学期間等(右欄は○で囲む。）

マンション、

アパート名

まで記入

職 歴

 

頭
文
字 

 予 備 自 衛 官 補  志 願 票                

ふ り が な 

 

 

氏 名 

                

 

男 

 

 

女 

写   真 
(１)次のような写真を、その裏

面に氏名及び募集種目を記
入し、はがれないようには
ってください。 

  ・申込前６か月以内撮影 
  ・脱帽、上半身、正面向き 
  ・縦４㎝、横３㎝程度 
  ・本人と確認できるもの 
(２)写真をはっていない場合、

又は不鮮明その他受験写真
として適当でない場合は受
理しません。 

     

 

受 
 
 

 
 

 

付 

地方協力本部名   

 

受 験 番 号  

 

生 年 月 日 
昭和 

年 月 日（満  歳） 
  

平成 
  

年  月撮影    

志 願 区 分 予備自衛官補（一般）   予備自衛官補（技能）   
 

年 月 日  

 

技術 区分等 

〔
予備自衛
官補（技
能）のみ〕 

技 術 区 分    

資格等の種類    

資格取得年月日   

指 定 試 験 場  

 

資 格 番 号 等    

希望 試験場    

     

ふ り が な 

 

現 住 所 

                                 郵便番号   － 

                               方 

                        電話番号（携帯可）（   ）   －     

                        メールアドレス（連絡希望者） 

ふ り が な 

 

家族等連絡先 

                                             
氏名        続柄   住所                          方 
 

電話番号（   ）   －    郵便番号   －     

応募資格に 

該当する学歴 

学 校 名 部 科 名 所在地（市町村名まで記入） 在 学 期 間 修学区分(○) 

   年 月～ 年 月 卒 ・ 卒見 

（予備自衛官補（技能）で技術区分「語学」を志願する者のみ記入） 

職 歴 

勤務先（部課まで） 職務内容 所在地（市町村名まで記入） 在 職 期 間 

   年 月～ 年 月 

   年 月～ 年 月 

   年 月～ 年 月 

   年 月～ 年 月 

   年 月～ 年 月 

   年 月～ 年 月 

（予備自衛官補（技能）で技術区分「衛生甲」又は「語学」を志願する者のみ記入） 

自 衛 官 経 験 者 記 入 欄 

採          用 退          職 

年 月 所       属 年 月 最 終 所 属 階 級 認  番 

      

 私は、予備自衛官補（一般、技能）採用試験を受験したいので申し込みます。 

 私は、日本国籍を有しており、自衛隊法第38条第１項各号のいずれにも該当しておりません。 

 また、この志願票の記載事項は事実に相違ありません。 

  平成  年  月  日 

   氏名（自筆）              

 注：記入上の注意 

  １ 青又は黒インク（ボールペン可）で本人が楷書ではっきりと記入してください。 

  ２ 二重線内は、記入しないでください。 

  ３ 記入欄が足りないときは、適宜の用紙をつけて記入してください。 

  ４ 記入事項に不正があると採用を取り消されることがあります。 

 備考 用紙は、日本工業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。 


